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１ はじめに 

  本市の公共下水道事業は、昭和４９年に都市計画決定してから、約４０年

をかけて市街化区域を中心に進めてきた汚水の整備が平成２７年度におおむ

ね完了し、建設から維持管理、更新の時代へと移行していく途上にあります。 

  これまで、公共下水道事業においては、持続可能な事業運営のため、平成

２２年度に今後の人口減少などの社会経済状況の変化を見通し、秦野市公共

下水道全体計画を見直すとともに、施設整備の方針などをまとめた秦野市下

水道中期ビジョンを策定し、事業を実施してきました。 

また、平成２８年度からは、経営状況や財政状態を明確にするため、地方

公営企業法を全部適用し、持続的な事業運営に向け、一層の取組みを進めて

います。 

今後、人口減少や節水型社会の伸展によって、公共下水道事業を取り巻く

環境が一層の厳しさを増すことが予測される中、市民生活に不可欠なライフ

ライン事業として、将来にわたり良質なサービスを安定的に提供していくた

め、また、独立採算を原則とする公営企業として、自立した経営基盤を確立

するため、平成２８年度から３７年度に係る今後１０年間の中長期的な経営

の基本計画として「秦野市公共下水道事業計画」を策定するものです。  

 

２ 基本理念 

  先人から受け継いできた貴重な財産である豊富な湧水や里地里山の原風景

などを未来へと引き継ぐため、３つの基本理念を基に公共下水道事業を実施

していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○安全で安心なまちづくり 

 下水道施設の機能の維持・向上と耐震性の強化、防災について地域と

一体となって取り組み、安全で快適なまちづくりを実現します。 

○良好な環境への寄与 

 広域的な連携による汚水処理などによって流域の水環境を改善すると

ともに、豊富な地下水保全や健全な水循環の構築に寄与します。 

○未来へつなぐ経営 

 下水道施設の適正管理と、経営基盤の強化を図りながら、質の高い安

定したサービスの提供を持続していきます。 
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３ 下水道事業の地方公営企業法適用における経営の基本方針 

 (1) 中長期的経営 

 

 

 

 

 

 

 (2) 一般会計からの適正な負担 

 

 

 

 

 

 

 (3) 下水道使用料 

 

 

 

 

４ 公共下水道事業の状況及び見通し 

 (1) 水洗化 

   戸別訪問や休日訪問を実施してきたことで、汚水の面整備により処理人

口が増えながらも、水洗化率を横ばいに保っていますが、一方で未水洗化

人口が減少していない状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） （人） 推計値 

・ 内部留保資金は、企業会計として施設を更新し、持続的経営を行う

ため、保持していきます。 

・ 純利益は、内部留保し、資本金の増加に努めます。 

・ 企業債は、大規模施設（処理場等）の増設・更新時期を除き、原則

として、プライマリーバランスを維持していきます。 

・ 雨水に係る経費の一般財源分は、一般会計の負担とし、雨水では、

内部留保しないこととします。 

・ 一般会計からの繰入れは、総務省通知（繰出基準）に基づくものと

し、事務事業及び受託事業等に係る経費は、他会計と相互に適正な

負担をすることとします。 

・ 基本方針に基づき、一般会計から適正な繰入れを行い、必要な経営

努力をしても、なお不足する財源については、下水道使用料の改定

により、使用者に負担を求めることとします。 
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 (2) 下水道使用料 

   平成２５年度に平均改定率１１パーセント増の改定を行い、１００パー

セントに近い経費回収率としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 一般会計繰入金 

   平成２５年度に下水道使用料を約１１パーセント引き上げ、基準外繰入

金を解消しました。 

 単位：百万円 

 H23 H24 H25 H26 H27 

一般会計繰入金 1,870 1,985 1,790 1,936 1,993 

 うち基準内 1,645 1,720 1,790 1,936 1,993 

うち基準外 225 265 0 0 0 

(4) 企業債残高 

   近年は、プライマリーバランスを維持しているため、企業債残高は減少

していますが、依然として高い水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 今後の財政需要見通し 

   事業開始当初に建設した資産が更新を迎える平成３８年度以降に、大き

な財政需要が発生する見込みです。 
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38,000

H23 H24 H25 H26 H27

企業債残高 企業債割合（対事業収益）

推計値（H28 は予算） （百万円） （％） 

（百万円） （％） 

【参考】 

全国平均 870％ 

類似団体 771％ 

（人口規模） 

H26.3 総務省「財政計画に係る論点（資料編）」 
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※ 施設更新費用は、固定資産台帳を基にその年度に耐用年数を迎える資産の取得額を計上 

 

５５５５    課題課題課題課題 

(1) 人口減少や節水型機器の普及が一層進むことが予測されるため、長寿命

化や更新を含めた施設の適正な維持管理や新たな建設（投資）を行ってい

くには、事業の安定的な経営基盤の確立が不可欠です。 

 (2) これまで建設を中心に事業を実施してきたため、企業債残高が非常に高

い水準となっていますが、今後到来する施設の大量更新を見据え、企業債

の借入れを極力抑えて、企業債残高（負債）を減らす必要があります。 

 (3) ライフラインである公共下水道事業は、災害時においても、一定のサー

ビスを維持できるよう、施設の復旧に備えた財源を確保する必要がありま

す。 

 (4) 維持管理の時期を迎え、新規整備による水洗化人口の大幅な増加がなく

なる中で、安定的に下水道使用料収入を確保するためには、公共下水道の

普及促進が不可欠です。 

 

６６６６    経営経営経営経営のののの基本基本基本基本事項事項事項事項 

  これらの課題を受け、持続的な事業運営に向けて、経営の基本方針に基づ

き、「経営の基本事項」を定め、自立した経営基盤の確立に努めます。 

 (1) 補填財源残高（内部留保資金）の確保 

平成３２年度末 １０億円 

平成３７年度末 ２０億円 

災害などにより下水道使用料収入が見込めない場合においても、汚水の

元利償還金が支出できるよう、平成３７年度に２０億円を確保します。た

だし、企業会計に移行して間がなく、急激な市民負担を避けるべきである

（百万円） 
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ことから、中間年度である平成３２年度に１０億円を確保します。 

(2) 投資と借入れ 

汚水の企業債借入額 ５億円を上限（平成３７年度まで） 

施設の大量更新により大きな財政需要が見込まれる前である財政計画期

間を、事業経営における経営基盤強化期間として位置付け、この期間は企

業債の借入れを極力抑え、企業債残高を平成３２年度までに類似団体と同

水準にするとともに、計画期間内での取組みを継続します。財政計画期間

は、原則として、汚水の企業債借入額の上限を５億円とします。 

(3) 基金の設置 

   大規模災害に備え、財政計画最終年度までに３億円の基金を設置します。 

 

７ 投資・財政計画（収支計画） 

 (1) 計画期間 

   平成２８年度から３７年度 

   ※ 平成２７年度に策定した「秦野市総合計画後期基本計画（平成２８

～３２年度）」と連動させるため、平成２８年度を開始年度とします。 

 (2) 投資 

ア 汚水管きょ整備事業（事業費：２４億３，６７３万円） 

市街化区域内の汚水整備については、平成２７年度におおむね完了し

ましたが、市街化区域に点在する未整備箇所について、引き続き整備を

実施します。また、市街化調整区域については、公共性が高く、公共下

水道（汚水）の必要性のある新東名高速道路のサービスエリアなどの汚

水整備を実施し、生活環境の改善や公共用水域の水質保全の推進に努め、

事業計画区域内は平成３２年度、全体計画区域内は平成３７年度に整備

を完了します。 

前期（H28～32） 後期（H33～37） 

【幹線】整備延長 0.6km 

【枝線】整備面積 111.6ha 

－ 

【枝線】整備面積 76.5ha 

 

イ 管路耐震化事業（事業費：７億９，６２０万円） 

広域避難場所などの防災拠点と終末処理場をつなぐ重要な管路の耐震

化を平成３７年度までに完了します。さらに、広域避難場所へのマンホ

ールトイレ対応施設の設置を完了し、災害時における衛生環境の確保や
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利便性の向上を図ります。 

前期（H28～32） 後期（H33～37） 

整備延長 16.8km 整備延長 15.5km 

 

ウ 管きょ改良事業（事業費：９億６，０００万円） 

耐用年数を迎える管路の大量更新に備え、適正な維持管理・更新を行

うとともに、平成３２年度までに更新計画を作成し、安全で安心なまち

づくりを実現します。 

前期（H28～32） 後期（H33～37） 

－ 整備延長 19.3km 

 

エ 雨水管きょ整備事業（事業費：２８億６，３０２万円） 

都市化の伸展による雨水浸透能力の低下などから、短時間に多量の雨

水が流出する傾向があり、さらに近年の局地的な大雨の発生により、浸

水被害リスクが増大しているため、雨水浸水対策を計画的に実施して、

浸水被害の軽減に努めます。 

前期（H28～32） 後期（H33～37） 

【幹線】整備延長 0.4km 

【枝線】整備延長 3.5km 

【幹線】整備延長 1.0km 

【枝線】整備延長 5.0km 

 

オ 大根鶴巻浸水対策事業（事業費：１４億５，０００万円） 

浸水被害の多い大根・鶴巻地区から重点地区を定め、平成３２年度ま

でにこの地区の主要な浸水対策を完了します。 

前期（H28～32） 後期（H33～37） 

【幹線】整備延長 0.8km 

【枝線】整備延長 1.5km 

－ 

－ 

 

カ 処理場再構築推進事業（事業費：３７億７，５３１万円）（効果額反映後） 

これまで多大な投資により整備してきた中央処理区の終末処理場であ

る浄水管理センターについて、将来世代も安心して使用できるよう、施

設や設備の状況、更新時期を踏まえて、水処理施設と沈砂池管理棟に続

き、汚泥処理施設や消毒施設などの改築・更新と耐震補強を実施します。 
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前期（H28～32） 後期（H33～37） 

沈砂池設備 

沈砂池・管理棟耐震 

受変電設備 

汚泥処理脱臭設備 

汚泥処理棟耐震 

自家発設備 

水処理設備 

送風機設備 

自家発設備 

水処理設備 

汚泥処理設備 

消毒用水設備 

消毒設備棟耐震 

 

キ Ｂ－ＤＡＳＨ事業（下水道革新的技術実証事業） 

水・汚泥処理の新技術の積極的な導入などにより、施設の改築費用を

抑えるとともに、エネルギー使用量の削減や地球温暖化防止に取り組み

ます。 

設備更新費用の効果額 △７億８，３３０万円 

 

ク 鶴巻中継ポンプ場改築事業（事業費：１億３，３５０万円） 

伊勢原市終末処理場に大根鶴巻処理区の汚水を送水する拠点施設であ

る鶴巻中継ポンプ場について、耐用年数を迎える施設・設備の適正な改

築・更新を行います。 

前期（H28～32） 後期（H33～37） 

電源設備 

ポンプ設備 

計測設備 

計測設備 

電源設備 

ポンプ設備 

沈砂池設備 

 

ケ 大根川ポンプ場改築事業（事業費：１，０００万円） 

雨水による浸水防除の効果を最大に発揮できるよう、排水施設である

大根川ポンプ場について、耐用年数を迎える施設・設備の適正な改築・

更新を行います。 

前期（H28～32） 後期（H33～37） 

－ 計測設備 
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コ その他（事業費：５億８，７０８万２千円） 

本市の汚水を受け入れている伊勢原市終末処理場等の施設・設備の改

築・更新について、適正な負担をします。 

 (3) 財源 

ア 下水道使用料 

平成２９年度 平均改定率 ５パーセント増 

平成３３年度 平均改定率 ５パーセント増 

計画期間内においては、水洗化率の向上などにより、有収水量の増加

が見込まれますが、平成２８年度予算において、事業予算は赤字とはな

らないものの、想定される利益剰余金が約３，４００万円と厳しい経営

状況となっています。 

そのため、経営基盤を強化するとともに、今後見込まれる施設の大量

更新に備えるため、平成２９年度から３２年度を算定期間として、平均

改定率５パーセントの増加の見直しを行います。 

また、平成３３年度においても５パーセントの増加の見直しをするこ

ととしていますが、平成３２年度時点での経営実績などを踏まえて、見

直しの必要性について検討します。 

イ 企業債 

経営の基本事項に基づき、平成３７年度まで、汚水の企業債借入額の

上限を５億円とします。 

ウ 繰入金 

    経営の基本方針に基づき、繰入れを行います。 

 (4) 投資以外の経費に係る取組み 

  ア 民間委託の活用 

    終末処理場、汚水ポンプ場及び雨水ポンプ場の運転、維持管理を一体

的に委託することにより、委託料や薬品費など維持管理に係る経費を削

減できているため、引き続き同様の管理体制を進めます。 

  イ 効果的、効率的な執行体制の確立 

    浄水管理センターの再構築に当たり必要となる職員について、平成 

３０年度の大根鶴巻浸水対策の完了に伴い減員する３名に対し、増員を

２名に留めることにより、平成３１年度から職員給与費の削減を見込ん

でいます。 
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  ウ 新技術の導入 

    汚泥脱水設備の改築に当たり、Ｂ－ＤＡＳＨ事業を活用し、汚泥乾燥

機を導入することにより、汚泥処理費を大幅に削減できるため、平成  

２９年度からの汚水の維持費について、年間約５，０００万円の削減を

見込んでいます。 
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計画区分・年度

予算 単位：千円

事業区分等 28 29 30 31 32
28～32
小計

33 34 35 36 37
33～37
小計

28～37
計

L=0.3km L=0.3km L=0.6km L=0.6km

63,800 47,850 111,650 0 111,650

A=27.4ha A=21.1ha A=30.1ha A=9.5ha A=23.5ha A=111.6ha A=15.3ha A=15.3ha A=15.3ha A=15.3ha A=15.3ha A=76.5ha A=188.1ha

584,030 157,750 307,155 243,260 267,885 1,560,080 153,000 153,000 153,000 153,000 153,000 765,000 2,325,080

L=3.3km L=3.6km L=3.0km L=3.0km L=3.9km L=16.8km L=3.1km L=3.1km L=3.1km L=3.1km L=3.1km L=15.5km L=32.3km

125,100 128,000 55,000 67,000 71,100 446,200 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 350,000 796,200

L=4.7km L=4.6km L=8.8km L=1.2km L=19.3km L=19.3km

0 160,000 220,000 510,000 70,000 960,000 960,000

9,875 10,000 10,000 10,000 10,000 49,875 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 50,000 99,875

782,805 343,600 372,155 320,260 348,985 2,167,805 393,000 233,000 453,000 743,000 303,000 2,125,000 4,292,805

（設計） L=0.2km L=0.2km L=0.4km L=0.2km L=0.2km L=0.2km L=0.2km L=0.2km L=1.0km L=1.4km

20,000 81,000 114,000 215,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 500,000 715,000

L=0.5km L=0.8km L=0.7km L=0.7km L=0.8km L=3.5km L=1.0km L=1.0km L=1.0km L=1.0km L=1.0km L=5.0km L=8.5km

242,020 245,500 204,500 238,000 218,000 1,148,020 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 1,000,000 2,148,020

L=0.1km L=0.1km L=0.2km L=0.2km L=0.2km L=0.8km L=0.8km

243,000 270,000 220,000 150,000 142,000 1,025,000 0 1,025,000

L=0.4km L=0.5km L=0.2km L=0.2km L=0.2km L=1.5km L=1.5km

140,000 105,000 60,000 60,000 60,000 425,000 0 425,000

5,025 5,000 5,000 5,000 5,000 25,025 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000 50,025

630,045 625,500 509,500 534,000 539,000 2,838,045 305,000 305,000 305,000 305,000 305,000 1,525,000 4,363,045

1,412,850 969,100 881,655 854,260 887,985 5,005,850 698,000 538,000 758,000 1,048,000 608,000 3,650,000 8,655,850

1,353,800 26,340 158,200 699,500 530,470 2,768,310 130,900 554,900 426,100 474,400 204,000 1,790,300 4,558,610

△ 4,000 △ 99,100 △ 450,800 △ 229,400 △ 783,300 0 △ 783,300

1,353,800 22,340 59,100 248,700 301,070 1,985,010 130,900 554,900 426,100 474,400 204,000 1,790,300 3,775,310

電源設備 ポンプ設備 計測設備 電源設備 ポンプ設備 計測設備 電源設備 ポンプ設備 計測設備
沈砂池設備
電源設備

7,500 10,000 10,000 10,000 10,000 47,500 10,000 10,000 10,000 10,000 46,000 86,000 133,500

計測設備

0 10,000 10,000 10,000

80,607 62,255 23,968 32,428 100,882 300,140 108,324 70,129 11,340 31,489 65,660 286,942 587,082

2,854,757 1,063,695 974,723 1,145,388 1,299,937 7,338,500 957,224 1,173,029 1,205,440 1,563,889 923,660 5,823,242 13,161,742

2,224,712 438,195 465,223 611,388 760,937 4,500,455 642,224 868,029 900,440 1,258,889 618,660 4,288,242 8,788,697

630,045 625,500 509,500 534,000 539,000 2,838,045 315,000 305,000 305,000 305,000 305,000 1,535,000 4,373,045

建設改良費　合計

雨水

汚水

計

小計

幹線管きょ整備事業

枝線管きょ整備事業

大根鶴巻
浸水対策

事務費

幹線管きょ整備
事業

枝線管きょ整備
事業

管きょ建設

枝線管きょ整備事業

管路耐震化事業

管きょ改良事業

事務費

汚水

雨水

処理場建設 汚水

小計

内訳

再構築推進事業

B-DASHによる経費効果額

鶴巻中継ポンプ場改築事業

大根川ポンプ場改築事業

その他 汚水

雨水

ポンプ場建設

汚水

伊勢原市への建設負担金
・流域下水道建設負担金

小計

総合計画後期基本計画

(5)　年度別建設（投資）計画

財政計画期間

下水道使用料算定期間

幹線管きょ整備事業

汚泥処理脱臭設備・汚泥処理棟耐震

消毒用水設備・消毒設備棟耐震

送風機設備

汚泥処理設備

沈砂池設備

沈砂池耐震

管理棟耐震

自家発設備 自家発設備

水処理設備 水処理設備

幹線管きょ整備事業で実施

枝線管きょ整備事業で実施

受変電設備

管理棟・沈砂池

水処理施設

汚泥処理施設

水処理施設

汚泥処理施設



(6)　財政計画

決算 決算 予算 小計
26 27 28 29 30 31 32 29～32 28～32小計 33 34 35 36 37 33～37小計 28～37計

下水道使用料（現年分） 2,122 2,157 2,211 2,312 2,328 2,352 2,363 9,356 11,567 2,520 2,537 2,557 2,566 2,579 12,759 24,326
　※改定率 5% 5%
補助金等（繰入金） 1,460 1,491 1,571 1,562 1,497 1,393 1,355 5,807 7,378 1,302 1,219 1,164 1,134 1,096 5,915 13,293
長期前受金戻入 - - 956 949 885 867 869 3,570 4,526 856 834 828 827 820 4,165 8,691
受託事業収益 - - 78 78 78 78 78 312 390 75 75 75 75 75 375 765
その他収益 147 148 57 55 53 51 50 209 266 52 52 52 52 52 260 526
小計 3,729 3,796 4,873 4,956 4,841 4,741 4,715 19,254 24,127 4,805 4,717 4,676 4,654 4,622 23,474 47,601
補助金等（繰入金） 432 452 486 490 509 508 520 2,027 2,513 529 532 528 528 506 2,623 5,136
長期前受金戻入 - - 198 193 196 200 204 793 991 208 209 211 213 214 1,055 2,046
小計 432 452 684 683 705 708 724 2,820 3,504 737 741 739 741 720 3,678 7,182

4,161 4,248 5,557 5,639 5,546 5,449 5,439 22,074 27,631 5,542 5,458 5,415 5,395 5,342 27,152 54,783

維持費 1,161 1,105 1,245 1,119 1,133 1,133 1,133 4,518 5,763 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 5,840 11,603
（B-DASHの効果額） △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 200 △ 200 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 250 △ 450
受託事業費 70 70 70 70 70 280 350 70 70 70 70 70 350 700
その他費用（人件費） 184 198 202 210 210 210 210 840 1,042 210 210 210 210 210 1,050 2,092
減価償却費 - - 2,136 2,121 2,009 1,976 1,981 8,087 10,223 1,963 1,934 1,931 1,942 1,951 9,721 19,944
利息 654 624 598 542 498 455 413 1,908 2,506 372 332 298 266 236 1,504 4,010
小計 1,999 1,927 4,251 4,062 3,920 3,844 3,807 15,633 19,884 3,783 3,714 3,677 3,656 3,635 18,465 38,349
維持費 65 69 87 70 75 75 75 295 382 80 80 80 80 80 400 782
その他費用（人件費） 8 8 9 10 10 10 10 40 49 10 10 10 10 10 50 99
減価償却費 - - 459 458 468 478 488 1,892 2,351 498 502 507 512 516 2,535 4,886
利息 134 131 139 122 117 111 105 455 594 98 92 86 81 76 433 1,027
小計 207 208 694 660 670 674 678 2,682 3,376 686 684 683 683 682 3,418 6,794

2,206 2,135 4,945 4,722 4,590 4,518 4,485 18,315 23,260 4,469 4,398 4,360 4,339 4,317 21,883 45,143

1,955 2,113 612 917 956 931 954 3,759 4,371 1,073 1,060 1,055 1,056 1,025 5,269 9,640

26 27 28 29 30 31 32 29～32小計 28～32小計 33 34 35 36 37 33～37小計 28～37計

国庫補助金 424 545 732 88 116 219 216 639 1,371 91 318 249 275 130 1,063 2,434
補助金等（繰入金） 44 50 50 48 44 39 35 166 216 29 19 8 8 8 72 288
企業債 1,243 1,317 1,482 298 283 311 473 1,365 2,847 500 500 500 500 486 2,486 5,333
受益者負担金 53 28 35 32 47 63 54 196 231 0 0 0 0 0 0 231
小計 1,764 1,940 2,299 466 490 632 778 2,366 4,665 620 837 757 783 624 3,621 8,286
国庫補助金 45 47 55 240 202 212 213 867 922 93 90 90 90 90 453 1,375
企業債 335 378 609 419 342 336 340 1,437 2,046 236 229 229 229 229 1,152 3,198
小計 380 425 664 659 544 548 553 2,304 2,968 329 319 319 319 319 1,605 4,573

2,144 2,365 2,963 1,125 1,034 1,180 1,331 4,670 7,633 949 1,156 1,076 1,102 943 5,226 12,859

建設改良費 1,730 1,896 2,225 438 465 612 761 2,276 4,501 642 868 900 1,259 619 4,288 8,789
元金 1,700 1,749 1,792 1,785 1,785 1,784 1,772 7,126 8,918 1,751 1,726 1,662 1,657 1,531 8,327 17,245
その他支出（人件費） 13 15 50 50 50 65 65 230 280 65 65 65 65 65 325 605
小計 3,443 3,660 4,067 2,273 2,300 2,461 2,598 9,632 13,699 2,458 2,659 2,627 2,981 2,215 12,940 26,639
建設改良費 381 425 630 625 510 534 539 2,208 2,838 315 305 305 305 305 1,535 4,373
元金 225 244 251 288 307 312 330 1,237 1,488 341 350 352 357 340 1,740 3,228
その他支出（人件費） 0 0 34 34 34 14 14 96 130 14 14 14 14 14 70 200
小計 606 669 915 947 851 860 883 3,541 4,456 670 669 671 676 659 3,345 7,801

4,049 4,329 4,982 3,220 3,151 3,321 3,481 13,173 18,155 3,128 3,328 3,298 3,657 2,874 16,285 34,440

△ 1,905 △ 1,964 △ 2,019 △ 2,095 △ 2,117 △ 2,141 △ 2,150 △ 8,503 △ 10,522 △ 2,179 △ 2,172 △ 2,222 △ 2,555 △ 1,931 △ 11,059 △ 21,581

※平成27年度決算には、特例的収入及び支出を含んでいます。

※平成27年度資本的収支の「企業債」には、平成28年度の繰上償還予定分は含んでいません。
50 149 183 442 677 855 1,055 1,346 1,626 1,859 1,774 2,001

- - - - - - - - - - - 300
1,936 1,993 2,107 2,100 2,050 1,940 1,910 1,860 1,770 1,700 1,670 1,610

35,496 35,310 35,358 34,002 32,535 31,086 29,797 28,441 27,094 25,809 24,524 23,368 全国平均 類似平均
918% 893% 840% 790% 760% 740% 720% 670% 640% 620% 590% 570% 870% 771%
70% 70% 66% 64% 63% 63% 63% 60% 59% 57% 57% 53% 69% 61% ※H26.3　総務省資料

34 35 35 35 35 34 34 △ 1 34 34 34 34 34 0 △ 1
2 2 0 2

1 △ 3 △ 3 0 △ 3

企業債残高

企業債割合（対事業収益）

企業債償還額割合（対事業収益）

職員数

　汚水

　雨水

補助金等（繰入金）

純損益(A)－(B)

雨水

計(C)

収支不足額(C)-(D）

資本的収支　　　＼　　　年度

収
入

汚水

補填財源残高

基金残高

支
出

汚水

雨水

計(D)

財政計画期間

単位：百万円
収益的収支　　　＼　　　年度

下水道使用料算定期間
総合計画後期基本計画

収
入

汚水

雨水

計(A)

支
出

汚水

雨水

計(B)

●改定率

H29 5％

H33 5％

●補填財源残高目標額

H32末 10億円

H37末 20億円

●起債借入額

汚水 5億円を上限に借入れ

雨水 通常どおり借入れ

●基金

H37 3億円
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８ その他の取組み 

 (1) 効果的、効率的な水洗化普及促進 

   平成２９年度から３３年度までの下水道使用料徴収業務の包括委託に水

洗化普及業務を含め、民間事業者の経験や人員を活用することにより、戸

別訪問の頻度や方法などを効率的に実施するとともに、未水洗化家屋台帳

で管理する情報を効果的に活用するため、台帳をデータ化します。データ

化された情報を多角的に整理、分析することにより、水洗化普及戦略を立

案し、より効果的、効率的に水洗化普及を進めます。 

また、公共下水道の整備が完了する時期を捉え、未接続者への新たな奨

励制度を検討していきます。 

 (2) ストックマネジメントの実施 

ストックマネジメント計画を策定し、点検、調査、修繕、改修などを一

体的に捉え、施設の健全性や重要度を考慮した計画的、効率的な施設管理

を行っていくことにより、安全性を確保し、良好な施設状態を維持すると

ともに、長期的な資産管理費用の最小化を図ります。 

 

９ 計画の見直し 

  次回の下水道使用料算定期間（平成３３年度～３７年度）に入る時点にお

いて、平成２８年度以降の経営実績などを踏まえて、計画の進捗を確認及び

分析するとともに、計画前期に発生した課題への対応や施設更新等の状況を

考慮し、見直します。 


